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⽬ 次
もく じ

はじめに 1
第１、推 進会議と当部会における検 討の経緯 1
だい すいしんかいぎ とうぶかい けんとう けいい

１、 障 がい者制度改 ⾰推 進会議 1
しょう しゃせいどかいかくすいしんかいぎ

２、障 害 者制度改 ⾰の推 進のための基本的な⽅ 向について（閣議決 定） 1
しょうがいしゃせいどかいかく すいしん きほんてき ほうこう かくぎけってい

３、差別禁⽌部会における審議 1
さべつきんしぶかい しんぎ

第２、障 害分野における差別禁⽌法の世界的広がり 2
だい しょうがいぶんや さべつきんしほう せかいてきひろ

１、リハ法第504 条 からＡＤＡへ 2
ほうだい じょう

２、世界的な広がり 2
せかいてき ひろ

３、アジアへの広がり 3
ひろ

第３、⽇本における⽴ 法事実の存 在 3
だい にほん りっぽうじじつ そんざい

１、条 例制 定と差別に当たると思われる事例 3
じょうれいせいてい さべつ あ おも じれい

２、取 組の必 要 性 4
とりくみ ひつようせい

第４、障 害に基づく差別の禁⽌に関する法 制はなぜ必 要か 5
だい しょうがい もと さべつ きんし かん ほうせい ひつよう

１、理解と交 流 5
りかい こうりゅう

２、差別事案の存 在と国 ⺠意識 5
さべつじあん そんざい こくみんいしき

３、物差しの共 有 5
ものさ きょうゆう

第５、新 法の制 定に向けて 6
だい しんぽう せいてい む

１、共 ⽣社 会の実 現 6
きょうせいしゃかい じつげん

２、課題と想い 6
かだい おも

第１章 総 則 8
だい しょう そ う そ く

………………………………………………………………第１節 理念・⽬的 8
だい せつ り ね ん もくてき

第１、理念 8
だい りねん

１、差別の解 消に向けた取 組の重 要 性 8
さべつ かいしょう む とりくみ じゅうようせい

２、相⼿⽅を⼀ ⽅ 的に⾮難し制 裁を加えようとするものではないこと 8
あいてがた いっぽうてき ひなん せいさい くわ

３、差別の解 消がこれからの社 会により活 ⼒を与えるものであること 8
さべつ かいしょう しゃかい かつりょく あた

第２、⽬ 的 8
だい もくてき

１、⾏為規範（⼈ 々が⾏ 動する際の判 断基 準）の提⽰ 8
こういきはん ひとびと こうどう さい はんだんきじゅん ていじ

２、差別からの法 的保護 9
さべつ ほうてき ほ ご

３、国等の責務 9
くにとう せきむ

４、共 ⽣社 会の実 現 9
きょうせいしゃかい じつげん

………………………………………………………………第２節 国等の責務 10
だい せつ くにとう せ き む

第１、国の基本的責務 10
だい くに きほんてきせきむ

１、差別防⽌に向けた調 査、啓 発等の取 組 10
さべつぼうし む ちょうさ けいはつとう とりくみ

２、ガイドラインの作 成等 10
さくせいとう

３、円 滑な解 決の仕組みの運 ⽤と状 況報 告 10
えんかつ かいけつ し く うんよう じょうきょうほうこく
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４、関 係機関の連 携の確保 11
かんけいきかん れんけい かくほ

５、研 修及び⼈ 材育 成 11
けんしゅうおよ じんざいいくせい

第２、国の基本的責務に関して特に留 意を要する領 域 11
だい くに きほんてきせきむ かん とく りゅうい よう りょういき

１、障 害⼥ 性 11
しょうがいじょせい

２、障 害に関 連して ⾏ われるハラスメント 12
しょうがい かんれん おこな

３、⽋ 格条 項 12
けっかくじょうこう

第３、地⽅公 共団 体の責務 12
だい ちほうこうきょうだんたい せきむ

第４、国 ⺠の責務 13
だい こくみん せきむ

……………………………………………………第３節 障 害に基づく差別 14
だい せつ しょうがい もと さ べ つ

第１、障 害の定義 14
だい しょうがい ていぎ

１、議論の背 景 14
ぎろん はいけい

２、本 法における障 害の定義に求められるもの 14
ほんぽう しょうがい ていぎ もと

３、障 害の限 界事例に関する議論 15
しょうがい げんかいじれい かん ぎろん

第２、禁⽌されるべき差別の形 態 15
だい きんし さべつ けいたい

１、障 害 者権利条 約とその実施 15
しょうがいしゃけんりじょうやく じっし

２、あらゆる形 態の差別 16
けいたい さべつ

第３、直 接差別、間 接差別、関 連差別の内 容 16
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１、間 接差別と関 連差別の関 係 19
かんせつさべつ かんれんさべつ かんけい

２、直 接差別と関 連差別の関 係 19
ちょくせつさべつ かんれんさべつ かんけい

３、障 害に基づく差別の禁⽌ 20
しょうがい もと さべつ きんし

第５、不均等待 遇（障 害⼜は障 害に関 連した事由を理由とする差別） 20
だい ふきんとうたいぐう しょうがいまた しょうがい かんれん じゆう りゆう さべつ

１、関 連する事由 20
かんれん じゆう

２、関 連する事由の多様性 20
かんれん じゆう たようせい

３、異なる取 扱い 21
こと とりあつか

４、過去の障 害等 21
か こ しょうがいとう

５、主 観的要素 21
しゅかんてきようそ

６、正当化事由 22
せいとうかじゆう

７、不均等待 遇が禁⽌される対 象範囲 22
ふきんとうたいぐう きんし たいしょうはんい

８、積 極 的差別是正措置等 23
せっきょくてきさべつぜせい そ ち とう

第６、合理的配 慮の不 提 供 23
だい ごうりてきはいりょ ふていきょう

１、障 害 者権利条 約における定義 23
しょうがいしゃけんりじょうやく ていぎ

２、合理的配 慮が求められる根 拠 24
ごうりてきはいりょ もと こんきょ

３、合理的配 慮が求められる対 象範囲 25
ごうりてきはいりょ もと たいしょうはんい

４、合理的配 慮の内 容 26
ごうりてきはいりょ ないよう

５、ガイドラインの設 定 26
せってい
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６、正当化事由 27
せいとうかじゆう

７、合理的配 慮の実 現に向けたプロセス 27
ごうりてきはいりょ じつげん む

８、事前的改 善措置との関 係 28
じぜんてきかいぜん そ ち かんけい

第２章 各 則 29
だい しょう か く そ く

………………………………………………第１節 公共的施設・交通機関 29
だい せつ こうきょうてきし せ つ こうつう き か ん

第１、はじめに 29
だい

第２、この分野において差別の禁⽌が求められる対 象範囲 29
だい ぶんや さべつ きんし もと たいしょうはんい

１、差別が禁⽌されるべき事項や場⾯ 29
さべつ きんし じこう ばめん

２、対 象 物と差別をしてはならないとされる相⼿⽅の範囲 31
たいしょうぶつ さべつ あいてがた はんい

３、国のバリアフリー施策との関 係 31
くに しさく かんけい

第３、この分野で禁⽌が求められる不均等待 遇 32
だい ぶんや きんし もと ふきんとうたいぐう

１、不均等待 遇の禁⽌ 32
ふきんとうたいぐう きんし

２、不均等待 遇を正当化する事由 32
ふきんとうたいぐう せいとうか じゆう

第４、この分野で求められる合理的配 慮とその不 提 供 33
だい ぶんや もと ごうりてきはいりょ ふていきょう

…………………………………………第２節 情 報・コミュニケーション 34
だい せつ じょうほう

第１、はじめに 34
だい

第２、この分野において差別の禁⽌が求められる対 象範囲 34
だい ぶんや さべつ きんし もと たいしょうはんい

１、差別が禁⽌されるべき事項や場⾯ 34
さべつ きんし じこう ばめん

２、差別をしてはならないとされる相⼿⽅の範囲 35
さべつ あいてがた はんい

第３、この分野で禁⽌が求められる障 害に基づく差別 36
だい ぶんや きんし もと しょうがい もと さべつ

１、上 記のＡ（⼀ 般公 衆への情 報提 供）の場合 36
じょうき いっぱんこうしゅう じょうほうていきょう ばあい

２、上 記のＢ（少 数を対 象とするが不特定の者への情 報提 供）の場合 37
じょうき しょうすう たいしょう ふとくてい もの じょうほうていきょう ばあい

３、上 記の２ （特 定の者への情 報提 供）の場合 37）
じょうき とくてい もの じょうほうていきょう ばあい

４、上 記の３ （⼀ 般公 衆との意思の疎通）の場合 37）
じょうき いっぱんこうしゅう い し そつう ばあい

第４、その他の留 意事項 37
だい た りゅういじこう

…………………………………………………第３節 商 品・役務・不動産 38
だい せつ しょうひん え き む ふ ど う さ ん

第１、はじめに 38
だい

第２、この分野において差別の禁⽌が求められる対 象範囲 38
だい ぶんや さべつ きんし もと たいしょうはんい

１、差別が禁⽌されるべき事項や場⾯ 38
さべつ きんし じこう ばめん

２、差別をしてはならないとされる相⼿⽅の範囲 39
さべつ あいてがた はんい

第３、この分野で禁⽌が求められる不均等待 遇 39
だい ぶんや きんし もと ふきんとうたいぐう

１、不均等待 遇の禁⽌ 39
ふきんとうたいぐう きんし

２、不均等待 遇を正当化する事由 40
ふきんとうたいぐう せいとうか じゆう

第４、この分野で求められる合理的配 慮とその不 提 供 40
だい ぶんや もと ごうりてきはいりょ ふていきょう

１、合理的配 慮とその不 提供の禁⽌ 40
ごうりてきはいりょ ふていきょう きんし

２、この分野で求められる合理的配 慮の内 容 40
ぶんや もと ごうりてきはいりょ ないよう

３、合理的配 慮の不 提 供を正当化する事由 41
ごうりてきはいりょ ふていきょう せいとうか じゆう
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第５、その他の留 意事項 41
だい た りゅういじこう

………………………………………………………………………第４節 医療 43
だい せつ いりょう

第１、はじめに 43
だい

第２、この分野において差別の禁⽌が求められる対 象範囲 43
だい ぶんや さべつ きんし もと たいしょうはんい

１、差別が禁⽌されるべき事項や場⾯ 43
さべつ きんし じこう ばめん

２、差別をしてはならないとされる相⼿⽅の範囲 43
さべつ あいてがた はんい

第３、この分野で禁⽌が求められる不均等待 遇 44
だい ぶんや きんし もと ふきんとうたいぐう

１、不均等待 遇の禁⽌ 44
ふきんとうたいぐう きんし

２、不均等待 遇を正当化する事由 44
ふきんとうたいぐう せいとうか じゆう

第４、この分野で求められる合理的配 慮とその不 提 供 45
だい ぶんや もと ごうりてきはいりょ ふていきょう

１、合理的配 慮とその不 提供の禁⽌ 45
ごうりてきはいりょ ふていきょう きんし

２、この分野で求められる合理的配 慮の内 容 45
ぶんや もと ごうりてきはいりょ ないよう

３、合理的配 慮の不 提 供を正当化する事由 45
ごうりてきはいりょ ふていきょう せいとうか じゆう

第５、その他の留 意事項 45
だい た りゅういじこう

１、精 神医 療 46
せいしんいりょう

２、関 連領 域 46
かんれんりょういき

３、プライバシー 46

……………………………………………………………………第５節 教 育 47
だい せつ きょういく

第１、はじめに 47
だい

１、教 育における差別の禁⽌ 47
きょういく さべつ きんし

２、⼀ 般教 育制度からの排 除等の禁⽌ 47
いっぱんきょういくせいど はいじょとう きんし

第２、分離・排 除から統 合教 育へ、そしてインクルーシブ教 育 47
だい ぶんり はいじょ とうごうきょういく きょういく

１、統 合教 育 47
とうごうきょういく

２、ユネスコ「サラマンカ宣 ⾔」 48
せんげん

３、インクルーシブ教 育 48
きょういく

４、⽇本における原 則分離の教 育 48
にほん げんそくぶんり きょういく

第３、この分野において差別の禁⽌が求められる対 象範囲 49
だい ぶんや さべつ きんし もと たいしょうはんい

１、差別が禁⽌されるべき事項や場⾯ 49
さべつ きんし じこう ばめん

２、差別をしてはならないとされる相⼿⽅の範囲 49
さべつ あいてがた はんい

第４、この分野で禁⽌が求められる不均等待 遇 49
だい ぶんや きんし もと ふきんとうたいぐう

１、不均等待 遇の禁⽌ 50
ふきんとうたいぐう きんし

２、不均等待 遇を正当化する事由 50
ふきんとうたいぐう せいとうか じゆう

第５、この分野で求められる合理的配 慮とその不 提 供 50
だい ぶんや もと ごうりてきはいりょ ふていきょう

１、合理的配 慮とその不 提供の禁⽌ 50
ごうりてきはいりょ ふていきょう きんし

２、この分野で求められる合理的配 慮の内 容 50
ぶんや もと ごうりてきはいりょ ないよう

３、合理的配 慮の不 提 供を正当化する事由 51
ごうりてきはいりょ ふていきょう せいとうか じゆう

第６、その他の留 意事項 52
だい た りゅういじこう

１、合理的配 慮の実 現のプロセス 52
ごうりてきはいりょ じつげん
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２、内部的紛 争解 決の仕組み 52
ないぶてきふんそうかいけつ し く

３、⾼ 校進 学 52
こうこうしんがく

４、通 学⽀援 52
つうがくしえん

………………………………………………………………………第６節 雇⽤ 53
だい せつ こ よ う

第１、はじめに 53
だい

第２、この分野において差別の禁⽌が求められる対 象範囲 53
だい ぶんや さべつ きんし もと たいしょうはんい

１、差別が禁⽌されるべき事項や場⾯ 53
さべつ きんし じこう ばめん

２、差別をしてはならないとされる相⼿⽅の範囲 53
さべつ あいてがた はんい

３、福祉的就 労 54
ふくしてきしゅうろう

第３、この分野で禁⽌が求められる不均等待 遇 54
だい ぶんや きんし もと ふきんとうたいぐう

１、不均等待 遇の禁⽌ 54
ふきんとうたいぐう きんし

２、不均等待 遇と労 働能 ⼒ 54
ふきんとうたいぐう ろうどうのうりょく

３、不均等待 遇を正当化する事由 55
ふきんとうたいぐう せいとうか じゆう

第４、この分野で求められる合理的配 慮とその不 提 供 55
だい ぶんや もと ごうりてきはいりょ ふていきょう

１、合理的配 慮とその不 提供の禁⽌ 55
ごうりてきはいりょ ふていきょう きんし

２、事 業主の合理的配 慮義務についての公 的⽀援と過度の負担 55
じぎょうぬし ごうりてきはいりょ ぎ む こうてきしえん か ど ふたん

３、合理的配 慮とガイドライン 56
ごうりてきはいりょ

第５、その他の留 意事項 56
だい た りゅういじこう

１、合理的配 慮の実 現に向けた事業 所内部における仕組み 56
ごうりてきはいりょ じつげん む じぎょうしょないぶ し く

２、紛 争解 決 56
ふんそうかいけつ

３、通 勤⽀援等 57
つうきんしえんとう

４、公務員 57
こうむいん

………………………………………………………………第７節 国家資格等 58
だい せつ こ っ か し か く とう

第１、はじめに 58
だい

第２、この分野において差別の禁⽌が求められる対 象範囲 58
だい ぶんや さべつ きんし もと たいしょうはんい

１、差別が禁⽌されるべき事項や場⾯ 58
さべつ きんし じこう ばめん

２、差別をしてはならないとされる相⼿⽅の範囲 58
さべつ あいてがた はんい

第３、この分野で禁⽌が求められる不均等待 遇 58
だい ぶんや きんし もと ふきんとうたいぐう

１、不均等待 遇の禁⽌ 58
ふきんとうたいぐう きんし

２、⽋ 格条 項 59
けっかくじょうこう

３、不均等待 遇を正当化する事由 59
ふきんとうたいぐう せいとうか じゆう

第４、この分野で求められる合理的配 慮とその不 提 供 60
だい ぶんや もと ごうりてきはいりょ ふていきょう

１、合理的配 慮とその不 提供の禁⽌ 60
ごうりてきはいりょ ふていきょう きんし
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ぶんや もと ごうりてきはいりょ ないよう

３、この分野で求められる合理的配 慮の具体例 60
ぶんや もと ごうりてきはいりょ ぐたいれい

４、合理的配 慮の不 提 供を正当化する事由 61
ごうりてきはいりょ ふていきょう せいとうか じゆう

第５、その他の留 意事項 61
だい た りゅういじこう

１、国家資格等の取 得に関わる養 成、教 習、研 修等 61
こっかしかくとう しゅとく かか ようせい きょうしゅう けんしゅうとう
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２、⼊ 学試験、就 職試験、その他の試験 61
にゅうがくしけん しゅうしょくしけん た しけん

３、不動産の利⽤、選 挙 権の⾏使、議会の傍 聴等 62
ふどうさん りよう せんきょけん こうし ぎかい ぼうちょうとう

４、⺠ 間資格 62
みんかんしかく

…………………………………………………………………第８節 家族形成 63
だい せつ か ぞ く けいせい

第１、はじめに 63
だい

第２、この分野において差別の禁⽌が求められる対 象範囲 63
だい ぶんや さべつ きんし もと たいしょうはんい

１、差別が禁⽌されるべき事項や場⾯ 63
さべつ きんし じこう ばめん

２、差別をしてはならないとされる相⼿⽅の範囲 65
さべつ あいてがた はんい

第３、この分野で禁⽌が求められる不均等待 遇 66
だい ぶんや きんし もと ふきんとうたいぐう

１、不均等待 遇の禁⽌ 66
ふきんとうたいぐう きんし

２、不均等待 遇を正当化する事由 66
ふきんとうたいぐう せいとうか じゆう

第４、この分野で求められる合理的配 慮とその不 提 供 67
だい ぶんや もと ごうりてきはいりょ ふていきょう

１、合理的配 慮とその不 提供の禁⽌ 67
ごうりてきはいりょ ふていきょう きんし

２、合理的配 慮の不 提 供を正当化する事由 67
ごうりてきはいりょ ふていきょう せいとうか じゆう

…………………………………………………第９節 政治参加（選挙等） 68
だい せつ せ い じ さ ん か せんきょとう

第１、はじめに 68
だい

第２、この分野において差別の禁⽌が求められる対 象範囲 68
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だい ぶんや きんし もと ふきんとうたいぐう

第４、この分野で求められる合理的配 慮とその不 提 供 69
だい ぶんや もと ごうりてきはいりょ ふていきょう

１、合理的配 慮が求められる場⾯と具体例 69
ごうりてきはいりょ もと ばめん ぐたいれい

２、合理的配 慮の不 提 供を正当化する事由 70
ごうりてきはいりょ ふていきょう せいとうか じゆう
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だい ごうりてきはいりょ もと じこう ばめん
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だい た ふんそうかいけつ し く かんけい

第６、司法判 断 83
だい しほうはんだん

１、裁 判規範性 83
さいばんきはんせい
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ほうてきこうりょく
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さべつきんしぶかい せっち
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はじめに

第１、推進会議と当部会における検討の経緯
だい すいしんか い ぎ とうぶかい けんとう け い い

１、障がい者制度改革推進会議
しょう しゃ せ い どかいかくすいしんか い ぎ

障 害 者の権利に関する条 約 仮称 以下 障 害 者権利条 約 という は平成（ ）（ 、「 」 。）
しょうがいしゃ け ん り かん じょうやく かしょう い か しょうがいしゃけ ん りじょうやく へいせい

18年12月に第61回国連総会で採択され、平成20年５月に発効している。
ねん がつ だい かいこくれんそうかい さいたく へいせい ねん がつ はっこう

日本政府は平成19年９月に同 条 約に署名した上で、平成21年12月には、
に ほ ん せ い ふ へいせい ねん がつ どうじょうやく しょめい うえ へいせい ねん がつ

障 害 者権利条 約の締結に必要な国内法の整備等を行い、障 害 者施策の総合的か
しょうがいしゃけ ん りじょうやく ていけつ ひつよう こくないほう せ い びとう おこな しょうがいしゃし さ く そうごうてき

つ効果的な推進を図るため 内閣に 障がい者制度改革推進本部 を設置し 同本部、 「 」 、
こうかてき すいしん はか ないかく しょう しゃせ い どかいかくすいしんほ ん ぶ せ っ ち どうほんぶ

、 、 、の下で 障 害 者施策の推進に関する事項について意見を求めるため 障 害当事者
もと しょうがいしゃし さ く すいしん かん じ こ う い け ん もと しょうがいとうじしゃ

「 （ 、「 」 。）」学識経験者等からなる 障がい者制度改革推進会議 以下 推進会議 という
がくしきけいけんしゃとう しょう しゃせ い どかいかくすいしんか い ぎ い か すいしんか い ぎ

が開催されることとなった。
かいさい

２、障 害 者制度改革の推進のための基本的な方向について（閣議決定）
しょうがいしゃせ い どかいかく すいしん きほんてき ほうこう か く ぎけってい

推進会議は、平成22年１月から６月まで14回の会議を経て同年６月に第一次意見
すいしんか い ぎ へいせい ねん がつ がつ かい か い ぎ へ どうねん がつ だいい ち じい け ん

「障 害 者制度改革の推進のための基本的な方向」を取りまとめ、この第一次意見
しょうがいしゃせ い どかいかく すいしん きほんてき ほうこう と だいい ち じ い け ん

を最大限に尊 重した改革の工程を示す「障 害 者制度改革の推進のための基本的な
さいだいげん そんちょう かいかく こうてい しめ しょうがいしゃせ い どかいかく すいしん きほんてき

方向について」が同年６月29日に閣議決定された。
ほうこう どうねん がつ にち か く ぎけってい

この中の横断的課題の一つとして「障 害を理由とする差別を禁止するとともに、
なか おうだんてきか だ い ひと しょうがい り ゆ う さ べ つ き ん し

差別による人権被害を受けた場合の救 済等を目的とした法制度の在り方について、
さ べ つ じんけんひ が い う ば あ い きゅうさいとう もくてき ほうせいど あ か た

第一次意見に沿って必要な検討を行い、平成25年常 会への法案提 出を目指す」と
だいい ち じい け ん そ ひつよう けんとう おこな へいせい ねんじょうかい ほうあんていしゅつ め ざ

されたことを受けて、同年11月からは推進会議の下で差別禁止部会が開催される
う どうねん がつ すいしんか い ぎ もと さ べ つ き ん し ぶ か い かいさい

ことになった。

３、差別禁止部会における審議
さ べ つ き ん し ぶ か い し ん ぎ

差別禁止部会では 「障 害を理由とする差別の禁止に関する法制 （以下、、 」
さ べ つ き ん し ぶ か い しょうがい り ゆ う さ べ つ き ん し かん ほうせい い か

「差別禁止法」という ）について議論を行った。諸外国の法制度についてのヒ。
さ べ つ きんしほう ぎ ろ ん おこな しょがいこく ほうせいど

アリングに始まり 差別禁止法の必要性 差別の捉え方やその類型といった総論的、 、
はじ さ べ つ きんしほう ひつようせい さ べ つ とら かた るいけい そうろんてき

、 、 、 、 、な議論を踏まえ 雇用・就 労 司法手続 選挙 公 共 的施設及び交通施設の利用
ぎ ろ ん ふ こ よ う しゅうろう し ほ うてつづき せんきょ こうきょうてきし せ つおよ こうつうし せ つ り よ う

情 報、教 育、日 常生活（商 品、役務、不動産 、医療の各分野について検討）
じょうほう きょういく にちじょうせいかつ しょうひん え き む ふどうさん いりょう かくぶんや けんとう

し、平成24年３月には論点の中 間整理を行った。
へいせい ねん がつ ろんてん ちゅうかんせ い り おこな

その後、ハラスメント、欠格事由、障 害女性等の残された課題や差別を受け
ご けっかくじ ゆ う しょうがいじょせいとう のこ か だ い さ べ つ う

た場合の紛争解決の仕組みの在り方について検討し、同年６月からは部会の意見
ば あ い ふんそうかいけつ し く あ か た けんとう どうねん がつ ぶ か い い け ん

の取りまとめに向けた議論を始めた。
と む ぎ ろ ん はじ

、 、 （ ） 、さらに 同年７月には 障 害 者基本法 昭和45年法律第84号 の改正に基づき
どうねん がつ しょうがいしゃきほんほう しょうわ ねんほうりつだい ごう かいせい もと
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推進会議の機能を発展的に引き継ぐものとして障 害 者政策委員会（以下 「政策、
すいしんか い ぎ き の う はってんてき ひ つ しょうがいしゃせいさくいいんかい い か せいさく

委員会 という が発足したことから 差別の禁止に関する法制の在り方の検討」 。） 、
いいんかい ほっそく さ べ つ き ん し かん ほうせい あ か た けんとう

の場も推進会議から政策委員会に移ることとなった。
ば すいしんか い ぎ せいさくいいんかい うつ

政策委員会の下に新たに設置された差別禁止部会は、推進会議の下で開催され
せいさくいいんかい もと あら せ っ ち さ べ つ き ん し ぶ か い すいしんか い ぎ もと かいさい

てきた差別禁止部会における21回にわたる議論も踏まえて、平成24年７月から４
さ べ つ き ん し ぶ か い かい ぎ ろ ん ふ へいせい ねん がつ

回の議論を行い、同年９月14日に差別禁止部会としての意見を取りまとめた。
かい ぎ ろ ん おこな どうねん がつ にち さ べ つ き ん し ぶ か い い け ん と

第２、障 害分野における差別禁止法の世界的広がり
だい しょうがいぶ ん や さ べ つ きんしほう せかいてきひろ

１、リハ法第504 条 からＡＤＡへ
ほうだい じょう

世界で最初に障 害分野に関して実効的な差別禁止法制を産み出したのはアメ
せ か い さいしょ しょうがいぶ ん や かん じっこうてき さ べ つ きんしほう う だ

リカであった。1973年、リハビリテーション法に第504 条 が追加され「障 害が
ねん ほう だい じょう つ い か しょうがい

あるという理由だけで、連邦政府の財政的補助を受けているプログラムや活動、
り ゆ う れんぽうせ い ふ ざいせいてきほ じ ょ う かつどう

又は行 政機関及び米国郵便公社のプログラムや活動において その参加から排除、
また ぎょうせいき か んおよ べいこくゆうびんこうしゃ かつどう さ ん か はいじょ

され、利益の享 受を否定され、差別を受けることはない」とされ、行 政機関と
り え き きょうじゅ ひ て い さ べ つ う ぎょうせいき か ん

連邦政府の財政的補助を受けたプログラムや活動といった幅広い分野における
れんぽう せ い ふ ざいせいてき ほ じ ょ う かつどう はばひろ ぶ ん や

差別が禁止された。
さ べ つ き ん し

その後、例えば、航空アクセス法（1986年）等、個別分野における差別を禁止
ご たと こうくう ほう ねん とう こ べ つ ぶ ん や さ べ つ き ん し

する法律が制定され、1990年には連邦政府の財政的補助を受けていない雇用の
ほうりつ せいてい ねん れんぽうせ い ふ ざいせいてき ほ じ ょ う こ よ う

分野も含む 形 で包括的に差別を禁止した「障 害のあるアメリカ人のための法律
ぶ ん や ふく かたち ほうかつてき さ べ つ き ん し しょうがい じん ほうりつ

（ＡＤＡ 」が制定されるに至った。このＡＤＡは、その後各国の差別禁止法制）
せいてい いた ごかっこく さ べ つ きんしほう

に大きな影 響を与えたといわれている。
おお えいきょう あた

２、世界的な広がり
せかいてき ひろ

、 、 「 」 、ＡＤＡ後 1992年 オーストラリアでは 1992年障 害差別禁止法 が制定され
ご ねん ねんしょうがいさ べ つきんしほう せいてい

【 】【 】【 】【 、 】【 】雇用 教 育 施設へのアクセス 商 品 サービス及び設備 建物
こ よ う きょういく し せ つ しょうひん およ せ つ び たてもの

【クラブ及び法人格のある団体 【スポーツ 【連邦法及び連邦プログラ】 】
およ ほうじんかく だんたい れんぽうほうおよ れんぽう

ムの施行】
し こ う

等の分野における差別が禁止された。
とう ぶ ん や さ べ つ き ん し

1993年、ニュージーランドにおいては 「1993年人権法」が制定され、障 害を、
ねん ねんじんけんほう せいてい しょうがい

性別等の差別禁止事由に加える 形 で様々な分野における差別が禁止された。
せいべつとう さ べ つ き ん し じ ゆ う くわ かたち さまざま ぶ ん や さ べ つ き ん し

また、1995年、イギリスでは「障 害差別禁止法」が制定されたが、2010年に
ねん しょうがいさ べ つ きんしほう せいてい ねん

は障 害が他の差別禁止事由とともに「2010年平 等法」に盛り込まれ、
しょうがい た さ べ つ き ん し じ ゆ う ねんびょうどうほう も こ

【サービスと公務 【不動産 【労働 【教 育 【団体 【契約 【公的機関】 】 】 】 】 】
こ う む ふどうさん ろうどう きょういく だんたい けいやく こうてきき か ん

の平 等義務 【交通機関】】
びょうどう ぎ む こうつうき か ん

等の分野における差別が禁止されるに至った。
とう ぶ ん や さ べ つ き ん し いた
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さらに、現在27カ国で構成されているヨーロッパ連合（ ）では、障 害 者権利EU
げんざい か こ く こうせい れんごう しょうがいしゃけ ん り

条 約が制定される以前からインクルーシブな社会構築に向けた取組がなされ 特に、
じょうやく せいてい い ぜ ん しゃかいこうちく む とりくみ とく

「雇用・就 業と職 業における均等待遇のための一般的枠組みに関する指令（2
こ よ う しゅうぎょう しょくぎょう きんとうたいぐう いっぱんてきわくぐ かん し れ い

000 78 」が採択された後、これを加盟国の国内法に置き換えるための雇用分野/ /EC）
さいたく のち かめいこく こくないほう お か こ よ う ぶ ん や

における差別禁止の法制化を端緒にして、労働分野以外の他の分野にも広げる取組
さ べ つき ん し ほうせい か たんしょ ろうどうぶ ん やい が い た ぶ ん や ひろ とりくみ

がなされている。この結果、ＥＵにおいて障 害分野の差別を禁止する立法を有しな
け っ か しょうがいぶ ん や さ べ つ き ん し りっぽう ゆう

い加盟国はない状 況となっている。
かめいこく じょうきょう

３、アジアへの広がり
ひろ

2007年、韓国では「障 害 者差別禁止及び権利救 済等に関する法律」が制定さ
ねん かんこく しょうがいしゃさ べ つ き ん しおよ け ん りきゅうさいとう かん ほうりつ せいてい

れている。この法律では
ほうりつ

【雇用 【教 育 【財と用益の提 供及び利用 【司法・行 政手続及びサービ】 】 】
こ よ う きょういく ざい ようえき ていきょうおよ り よ う し ほ う ぎょうせいてつづきおよ

スと参政権 【母・父性権・性等 【家族・家庭・福祉施設・健康権等】】 】
さんせいけん ぼ ふ せ い けん せいとう か ぞ く か て い ふ く し し せ つ けんこうけんとう

【障 害女性及び障 害児童等】
しょうがいじょせいおよ しょうがいじ ど うとう

等を対 象分野として、網羅的に差別が禁止されている。
とう たいしょうぶ ん や もうらてき さ べ つ き ん し

このように、西洋先進国といわれる国においては、障 害分野の差別を実効的に
せいようせんしんこく くに しょうがいぶ ん や さ べ つ じっこうてき

禁止する何らかの法律の制定をみない国はないといった状 態となっており その波、
き ん し なん ほうりつ せいてい くに じょうたい なみ

は韓国を始め、アジアにも広がりつつある。
かんこく はじ ひろ

、 、 「 」特に 第２次アジア太平洋障 害 者の十 年の最 終 年に当たる本年 この 十 年
とく だい つぎ たいへいようしょうがいしゃ じゅうねん さいしゅうねん あ ほんねん じゅうねん

の検 証を行うハイレベル政府間会合の開催が予定されているが、既に、障 害 者
けんしょう おこな せ い ふかんかいごう かいさい よ て い すで しょうがいしゃ

権利条 約批准の進 捗を確認する指標として差別禁止法の制定を掲げる「アジア
け ん りじょうやくひじゅん しんちょく かくにん しひょう さ べ つきんしほう せいてい かか

太平洋障 害 者の権利を実現するためのインチョン戦 略」と題する草案が用意され
たいへいようしょうがいしゃ け ん り じつげん せんりゃく だい そうあん よ う い

ており、それを基に成果文書となるよう議論される予定である。
もと せ い かぶんしょ ぎ ろ ん よ て い

第３、日本における立法事実の存在
だい に ほ ん りっぽうじ じ つ そんざい

１、条 例制定と差別に当たると思われる事例
じょうれいせいてい さ べ つ あ おも じ れ い

ＡＤＡの制定以降、障 害分野に係る差別禁止法制が国際的な広がりを見せる中
せいていい こ う しょうがいぶ ん や かか さ べ つきんしほう こくさいてき ひろ み なか

で 特に障 害 者権利条 約の採択の前後から 日本においても 差別禁止法制を求め、 、 、
とく しょうがいしゃけ ん りじょうやく さいたく ぜ ん ご に ほ ん さ べ つきんしほう もと

る障 害 者、家族等の関係者の取組が全国的に広まってきた。
しょうがいしゃ か ぞ くとう かんけいしゃ とりくみ ぜんこくてき ひろ

その結果、平成18年から現在まで、４道県と１政令市１市において障 害 者
け っ か へいせい ねん げんざい どうけん せいれいし し しょうがいしゃ

、 。に対する差別をなくす条 例が制定され さらに各地にこうした動きが広まっている
たい さ べ つ じょうれい せいてい か く ち うご ひろ

これらの条 例制定過程においては、行 政あるいは障 害 者団体によって「こん
じょうれいせいていか て い ぎょうせい しょうがいしゃだんたい

な差別を受けた 「差別かどうかわからないがこんな悔しい納得できない扱いを受け」
さ べ つ う さ べ つ くや なっとく あつか う

た」等の体験事例の募集がなされ、寄せられたこれらの体験事例等について議論さ
とう たいけんじ れ い ぼしゅう よ たいけんじ れ いとう ぎ ろ ん

れ、整理分析された成果が条 例制定に結びついている。
せ い りぶんせき せ い か じょうれいせいてい むす
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） 「 」 、１ 千葉県では行 政により 差別に当たると思われる事例 の募集が行われ
ち ば け ん ぎょうせい さ べ つ あ おも じ れ い ぼしゅう おこな

【 】【 】【 】【 】【 】【 】福祉 呼称 労働 教 育 不動産の取得・利用 建築物
ふ く し こしょう ろうどう きょういく ふ ど う さ ん しゅとく り よ う けんちくぶつ

【交通アクセス 【サービス提 供 【医療 【知る権利・情 報】】 】 】
こうつう ていきょう いりょう し け ん り じょうほう

【参政権 【司法手続 【所得保障 【その他】】 】 】
さんせいけん し ほ う てつづき しょとく ほしょう た

の分野で事例が８００件近く寄せられている。
ぶ ん や じ れ い けんちか よ

２）北海道では行 政により「北海道障がい者条 例」タウンミーティン
ほっかいどう ぎょうせい ほっかいどう しょう しゃ じょうれい

グ参加者からの意見（アンケート分）として、
さ ん か し ゃ い け ん ぶん

【相談のしやすさ 【就 労・企業の理解促進 【権利擁護 【住 宅】 】 】
そうだん しゅうろう きぎょう り か い そくしん け ん り よ う ご じゅうたく

の確保 【コミュニケーションの確保 【情 報提 供】】 】
か く ほ か く ほ じょうほうていきょう

に関連して約９６０件の意見や要望が集められ、この中には差別に関
かんれん やく けん い け ん ようぼう あつ なか さ べ つ かん

する事案も含まれている。
じ あ ん ふく

３）熊本県では障害者団体により、差別と思われる事例が、
くまもとけん しょうがいしゃだんたい さ べ つ おも じ れ い

教 育 労働 商 品及びサービスの提 供 公 共交通 建築【 】【 】【 】【 】【
きょういく ろうどう しょうひんおよ ていきょう こうきょうこうつう けんちく

】【 】【 】【 】【 】・道路・トイレ 福祉 医療 情 報保障 不動産の利用・取得
ど う ろ ふ く し いりょう じょうほうほしょう ふ ど う さ ん り よ う しゅとく

【選挙及び政治参加 【人間関係】】
せんきょおよ せ い じ さ ん か にんげん かんけい

の分野で８００件を超えて集められている。
ぶ ん や けん こ あつ

） 「 」 、４ さいたま市では行 政により 障害者差別と思われる事例 として
し ぎょうせい しょうがいしゃさ べ つ おも じ れ い

【行 政関連（福祉サービスや所得保障等の制度の利用、行 政書類
ぎょうせいかんれん ふ く し しょとくほしょうとう せ い ど り よ う ぎょうせいしょるい

の記入と手続き、警察・交番、消 防・救 急対応、補装具や日 常
きにゅう て つづ けいさつ こうばん しょうぼう きゅうきゅうたいおう ほ そ う ぐ にちじょう

、 ）】【 】【 】【 】【 】生活用具の支給 議会の傍 聴等 医療 教 育 子育て 就 労
せいかつ よ う ぐ しきゅう ぎ か い ぼうちょうとう いりょう きょういく こ そだ しゅうろう

【生活（防災・安全等を含む 【交通（電車・バス・駅・道路・タ）】
せいかつ ぼうさい あんぜんとう ふく こうつう でんしゃ えき ど う ろ

クシー 【家族の無理解 【一般市民の偏見・差別】）】 】
か ぞ く む り か い いっぱん し み ん へんけん さ べ つ

の分野で５２１件の事例が集められている。
ぶ ん や けん じ れ い あつ

５）また、内閣府では、政府による障 害 者権利条 約の署名後、平成20年から
ないかくふ せ い ふ しょうがいしゃけ ん りじょうやく しょめい ご へいせい ねん

21年にかけて 障 害 者に対する障 害を理由とする差別事例等の調査 が全国「 」
ねん しょうがいしゃ たい しょうがい り ゆ う さ べ つ じ れ いとう ちょうさ ぜんこく

。 、の障 害種別ごとの団体や家族団体等の協 力を得て実施された 同調査では
しょうがいしゅべつ だんたい か ぞ くだんたいとう きょうりょく え て じ っ し どうちょうさ

【福祉サービス 【保健・医療 【雇用・就 業 【教 育・育成】】 】 】
ふ く し ほ け ん いりょう こ よ う しゅうぎょう きょういく いくせい

【建物・公 共交通機関 【情 報・コミュニケーション 【商 品サ】 】
たてもの こうきょうこうつう き か ん じょうほう しょうひん

ービス提 供 【政治・行 政・司法 【その他（結婚・出 産・性・】 】
ていきょう せ い じ ぎょうせい し ほ う た けっこん しゅっさん せい

家族・団体組織・町内会 】）
か ぞ く だんたい そ し き ちょうないかい

の項目にわたって、８,０００件を超える事例等が寄せられている。
こうもく けん こ じ れ い とう よ

２、取組の必要性
とりくみ ひつようせい

これらの事例は、主に差別と思われる事案として集められたものであ
じ れ い おも さ べ つ おも じ あ ん あつ

る これらを通して見ると 障害者が日 常生活及び社会生活の様々な場面。 、
とお み しょうがいしゃ にちじょうせいかつおよ しゃかい せいかつ さまざま ば め ん

で、障 害のない人であれば何も問題にならないことが、障 害があること
しょうがい ひと なに もんだい しょうがい

により様々な制約に直 面している実態が浮かび上がってくる。
さまざま せいやく ちょくめん じったい う あ

このような事例は、これまで、あまり、社会からは見えない、表面化すること
じ れ い しゃかい み ひょうめんか
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のなかった社会的障 壁の存在を示すものであった。
しゃかいてきしょうへき そんざい しめ

このような事例は、誰にも相談できず、あきらめるしかない、しかし、決して
じ れ い だれ そうだん けっ

消し去ることのできない記憶として、障 害 者や家族の胸の奥深いところに
け さ き お く しょうがいしゃ か ぞ く むね おくぶか

仕舞い込まれてきた事実 あるいは障 害 者の人格を傷つけ 生きる 力 や活き活き、 、
し ま こ じ じ つ しょうがいしゃ じんかく きず い ちから い い

と個性と能 力を発揮する場を奪い、ひいては社会に貢献する機会も奪ってきた
こ せ い のうりょく は っ き ば うば しゃかい こうけん き か い うば

事実の存在を示している。
じ じ つ そんざい しめ

このような事実の存在は、これまでの人権教 育や障 害 者に対する福祉施策等
じ じ つ そんざい じんけんきょういく しょうがいしゃ たい ふ く し し さ くとう

では限界があることを表すものであり、差別の禁止によってこういった事実に
げんかい あらわ さ べ つ き ん し じ じ つ

正 面から取り組むことの必要性を示しているものといえる。
しょうめん と ひつようせい しめ

第４、障 害に基づく差別の禁止に関する法制はなぜ必要か
だい しょうがい もと さ べ つ き ん し かん ほうせい ひつよう

１、理解と交 流
り か い こうりゅう

「障 害 者への差別を禁止する」と聞くと、身構えてしまう人も少なくないだ
しょうがいしゃ さ べ つ き ん し き み がま ひと すく

ろう。これは「差別禁止と言われても何が差別か分からない 「知らないうちに」
さ べ つ き ん し い なに さ べ つ わ し

してしまったことでも差別として罰せられるのか」といった不安によるところが
さ べ つ ばっ ふ あ ん

大きい。さらに、こうした不安の 源 をたどると、障 害 者と接する機会が少な
おお ふ あ ん みなもと しょうがいしゃ せっ き か い すく

いために「障 害や障 害 者のことがよく分からない」という声が聞こえてくる。
しょうがい しょうがいしゃ わ こえ き

それでは、障 害 者と障 害のない人が社会の中で接する機会を今以上に増やせ
しょうがいしゃ しょうがい ひと しゃかい なか せっ き か い いまいじょう ふ

、 。 、 、ば 差別はなくなるだろうか これまでも家庭や教 育の場を始め 地域や職場等
さ べ つ か て い きょういく ば はじ ち い き しょくばとう

様々な場面で障 害 者との交 流の重 要 性が強 調され 障 害や障 害 者への理解、
さまざま ば め ん しょうがいしゃ こうりゅう じゅうようせい きょうちょう しょうがい しょうがいしゃ り か い

は一定前進してきた。
いっていぜんしん

２、差別事案の存在と国民意識
さ べ つ じ あ ん そんざい こくみんい し き

しかし一方では、前項で見たように今もなお、障 害 者は様々な差別的取扱い
いっぽう ぜんこう み いま しょうがいしゃ さまざま さべつてきとりあつか

に直 面しており、障 害や障 害 者への無理解を嘆く声も途切れない。つまり、
ちょくめん しょうがい しょうがいしゃ む り か い なげ こえ と ぎ

障 害のない人が障 害について知ること、理解することの重 要 性は誰も否定し
しょうがい ひと しょうがい し り か い じゅうようせい だれ ひ て い

ないだろう。しかし、それだけでは差別が解 消されることはないのである。
さ べ つ かいしょう

それでは何が必要なのだろうか。実は、この法律を制定する最大の眼目はここ
なに ひつよう じつ ほうりつ せいてい さいだい がんもく

にある ここで注意すべきは 前項に述べたように 差別的取扱いと思われる事例。 、 、
ちゅうい ぜんこう の さべつてきとりあつか おも じ れ い

が多数存在するという現実がある一方で、多くの国民が「差別は良くないし、し
た す うそんざい げんじつ いっぽう おお こくみん さ べ つ よ

てはならない 「障 害 者には理解を持って接したい」と考えているのも事実であ」
しょうがいしゃ り か い も せっ かんが じ じ つ

り、好んで差別をしているわけではないという点である。
この さ べ つ てん

３、物差しの共 有
もの さ きょうゆう

そこで 「差別はよくないことだ」という国民誰もが持つ考えを 形 あるものに、
さ べ つ こくみんだれ も かんが かたち
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して生かすためには、具体的に何が差別に当たるのか、個々人で判断することは
い ぐたいてき なに さ べ つ あ こ こ じ ん はんだん

困難であるので、その共 通の物差しを明らかにし、これを社会のルールとして
こんなん きょうつう もの さ あき しゃかい

共 有することが極めて重 要となる。
きょうゆう きわ じゅうよう

もちろん、実際に差別を受けた場合の紛争解決の仕組みを整えることもこの
じっさい さ べ つ う ば あ い ふんそうかいけつ し く ととの

法律の目的に据えなければならないが これも 決して差別した人をつかまえて罰、 、
ほうりつ もくてき す けっ さ べ つ ひと ばつ

を与えることを目的とするものではないのである。これらが、差別禁止法を必要
あた もくてき さ べ つ きんしほう ひつよう

とする理由である。
り ゆ う

第５、新法の制定に向けて
だい しんぽう せいてい む

１、共 生社会の実現
きょうせいしゃかい じつげん

障 害 者権利条 約の前文には、この条 約が「障 害 者の社会的に著しく不利な
しょうがいしゃけ ん りじょうやく ぜんぶん じょうやく しょうがいしゃ しゃかいてき いちじる ふ り

立場を是正することに重 要な貢献を行うこと並びに障 害 者が市民的、政治的、
た ち ば ぜ せ い じゅうよう こうけん おこな なら しょうがいしゃ しみんてき せいじてき

経済的、社会的及び文化的分野に均等な機会により参加することを促進すること
けいざいてき しゃかいてきおよ ぶんかてき ぶ ん や きんとう き か い さ ん か そくしん

を確信 するとあり また障 害 者基本法の目的には 全ての国民が 障 害の有無」 、 「 、
かくしん しょうがいしゃきほんほう もくてき すべ こくみん しょうがい う む

によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊 重し合いながら共 生
わ へだ そ う ご じんかく こ せ い そんちょう あ きょうせい

する社会を実現する」とある。
しゃかい じつげん

この法律が目指すのは、この条 約と基本法が示している、障 害の有無にかか
ほうりつ め ざ じょうやく きほんほう しめ しょうがい う む

わらず全ての人が「市民的、政治的、経済的、社会的及び文化的分野 、すなわ」
すべ ひと しみんてき せいじてき けいざいてき しゃかいてきおよ ぶんかてき ぶ ん や

ち国民のあらゆる生活分野において「均等な機会により参加すること」を保障す
こくみん せいかつぶ ん や きんとう き か い さ ん か ほしょう

ることであり、誰もが障 害の有無で分け隔てられることなく共に生きることの
だれ しょうがい う む わ へだ とも い

できる差別のない社会の実現である。
さ べ つ しゃかい じつげん

２、課題と想い
か だ い おも

以上を踏まえ、この意見書は障 害に基づく差別禁止に関する法制がどのよう
いじょう ふ いけんしょ しょうがい もと さ べ つ き ん し かん ほうせい

な理念・目的で制定されるべきなのか、どのような行為が差別として許されない
り ね ん もくてき せいてい こ う い さ べ つ ゆる

のか、誰に向けての法制なのか、差別を受けた場合の紛争解決の道筋はどうある
だれ む ほうせい さ べ つ う ば あ い ふんそうかいけつ みちすじ

べきなのかといったことの基本的な考え方について、差別禁止部会で重ねてきた
きほんてき かんが かた さ べ つ き ん し ぶ か い かさ

議論をまとめたものである。
ぎ ろ ん

2001年9月24日、日本政府は、国連の「経済的、社会的及び文化的権利に関す
ねん がつ にち に ほ ん せ い ふ こくれん けいざいてき しゃかいてきおよ ぶんかてき け ん り かん

る委員会」から「障 害 者に関連するあらゆる種類の差別を禁止する法律を制定
いいんかい しょうがいしゃ かんれん しゅるい さ べ つ き ん し ほうりつ せいてい

すること」との「勧告」を受けている。しかし、実効性のある差別禁止法制は
かんこく う じっこうせい さ べ つ きんしほうせい

未だ制定されていない。かような状 況において、障 害 者権利条 約の批准とい
いま せいてい じょうきょう しょうがいしゃけ ん りじょうやく ひじゅん

う大きな課題に真摯に向かい合うとすれば、障 害分野に係る差別禁止法の制定
おお か だ い し ん し む あ しょうがいぶ ん や かか さ べ つ きんしほう せいてい

は、必要不可欠な課題である。
ひつよう ふ か け つ か だ い

この意見書で提案されている内容は、これまでの障 害施策にはなかった新たな
いけんしょ ていあん ないよう しょうがいし さ く あら

分野を切り開くものであるがゆえに、その実現には多くの困難が予想される。
ぶ ん や き ひら じつげん おお こんなん よ そ う
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しかし、それでも一歩前に進めるために、新たな法律がここに述べられた意見
いち ぽ まえ すす あら ほうりつ の い け ん

を踏まえて制定されること、そして障 害 者権利条 約の批准と真に差別のない
ふ せいてい しょうがいしゃ け ん り じょうやく ひじゅん しん さ べ つ

社会の実現につながることを 心 から願ってやまない。
しゃかい じつげん こころ ねが

平成２４年９月１４日
へいせい ねん がつ にち

障 害 者政策委員会 差別禁止部会 一同
しょうがいしゃせいさくいいんかい さ べ つ き ん し ぶ か い いちどう


